
業務棚卸評価シート 1/8

23年度 24年度 25年度 66,954 66,954 57,027 57,027

1 総

茅ヶ崎市のまち
づくりにおける
手続及び基準等
に関する条例の
業務

建主等の建築計画を建築
確認申請事前に把握する
ことにより、当該建築計
画と市のまちづくり等に
関する各計画等の整合性
を確認し、適正且つ公平
な建築行政の推進を図
る。

建築計
画を有
する市
民・法

人

定
例
定
型

建築に係る
届出

１３００件 １３００件 １３００件 1159件
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 未 中 高 中
現状維

持
なし

予
算
な
し

1

茅ヶ崎市のまち
づくりにおける
手続及び基準等
に関する条例の
業務

届出書の受
付、助言指導
業務

受付件数
１３００
件

１１５９
件

届出書の受
付、助言指導
業務

届出書の適正
処理率

１００％
（件数）

済
必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

2 総
建築確認及び検
査に関する業務

建築基準法に基づく建築
基準の審査を行い、建築
物の安全性の確保や秩序
ある居住環境の維持保全
等を図る。

建築主

定
例
定
型

確認申請 １２０件 １２０件 １２０件 3,208 １０３件
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 5,134

業
務
計
画

未 中 中 高
現状維

持
維
持

2
建築確認及び検
査に関する業務

法等の周知啓
発・相談業務

建築基準法に
関する相談の
適正処理

随時 随時
法等の周知啓
発・相談業務

建築基準法に
関する相談の
適正処理

随時

業
務
計
画

可
必
要

済
不
可

無 なし 24
再任用職員等による
対応可（建築職）

予
算
な
し

2
建築確認及び検
査に関する業務

確認申請書等
の手数料の徴
収事務

申請手数料の
徴収率

１００％ １００％
確認申請書等
の手数料の徴
収事務

申請手数料の
適正処理率

１００％
（件数）

業
務
計
画

済
必
要

済
不
可

無 なし

予
算
な
し

2
建築確認及び検
査に関する業務

建築確認申請
に関する事務

処理件数 １２０件 １０３件
建築確認申請
に関する事務

申請の適正処
理率(件数）

１００％
（件数）

業
務
計
画

可
必
要

済
不
可

無 なし 24
再任用職員等による
対応可（建築職）

予
算
な
し

2
建築確認及び検
査に関する業務

（事業№２の
上記活動に統
合）

2
建築確認及び検
査に関する業務

建築確認共用
データベース
利用料

システムの運
用の保全管理
回数

随時 随時 3,208
建築確認共用
データベース
利用料

システムの適
正な運用と保
全管理回数

１００％
（件数）

5,134

業
務
計
画

不
可

必
要

済
不
可

無 なし
維
持

2
建築確認及び検
査に関する業務

（事業№２の
上記活動に統
合）

2
建築確認及び検
査に関する業務

台帳の整備、
保管業務

台帳の件数
１３２０
件

１５３１
件

台帳の整備、
保管業務

適正処理率
１００％
（件数）

業
務
計
画

済
必
要

済
不
可

無 なし

予
算
な
し

2
建築確認及び検
査に関する業務

中間検査に関
する事務

処理件数 ２５件 １８件
中間検査に関
する事務

申請の適正処
理率

１００％
（件数）

業
務
計
画

可
必
要

済
不
可

無 なし 24
再任用職員等による
対応可（建築職）

予
算
な
し

2
建築確認及び検
査に関する業務

完了検査に関
する事務

処理件数 １２０件 ９７件
完了検査に関
する事務

申請の適正処
理率

１００％
（件数）

業
務
計
画

可
必
要

済
不
可

無 なし 24
再任用職員等による
対応可（建築職）

予
算
な
し

3 総
指定確認検査機
関に関する業務

指定確認検査機関へ出さ
れた確認申請、完了検査
等について、申請を受け
た機関から報告された書
類を建築物の安全性に関
する基準に基づき確認す
ることにより、市民の安
全性を確保する。

指定確
認検査
機関

定
例
定
型

確認審査報
告書等
指導・助言

1050件
690件

1050件
690件

1050件
690件

１２２０
件

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 未 高 中 高
現状維

持
なし

予
算
な
し

3
指定確認検査機
関に関する業務

指定確認検査
機関からの報
告書の確認業
務

確認件数
１０５０
件

１２２０
件

指定確認検査
機関からの報
告書の確認業
務

報告の適正処
理率

１００％
（件数）

済
必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし 24

予
算
な
し

実績

活動

活動指標の名称

活動

平成２４年度計画
平成２３年度評価

活動

目標値

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動量・サービス量の達成状況
⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

事業の
方向性

②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

③
成
果

実績値

基礎情報

施策目標 安全で秩序ある住環境を形成する

指標・目標

名称
事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

目標値

改善の内容活動

業務
計画

活動ごとの
予算額

建築指導課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

活動指標の名称

建築指導課

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

活動量・サービス量

事業の改善提案

事後評価

事業の指
標の達成

状況

今後の事業展開

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

23年度
の取組
に対す
る分析

必要性予算内訳（千円）
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23年度 24年度 25年度 66,954 66,954 57,027 57,027

実績

活動

活動指標の名称

活動

平成２４年度計画
平成２３年度評価

活動

目標値

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動量・サービス量の達成状況
⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

事業の
方向性

②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

③
成
果

実績値

基礎情報

施策目標 安全で秩序ある住環境を形成する

指標・目標

名称
事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

目標値

改善の内容活動

業務
計画

活動ごとの
予算額

建築指導課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

活動指標の名称

建築指導課

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

活動量・サービス量

事業の改善提案

事後評価

事業の指
標の達成

状況

今後の事業展開

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

23年度
の取組
に対す
る分析

必要性予算内訳（千円）

3
指定確認検査機
関に関する業務

指定確認検査
機関との連絡
調整業務

調整件数 ６９０件
１２２０
件

指定確認検査
機関との連絡
調整業務

適正指導処理
率

１００％
（件数）

済
必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし 24

予
算
な
し

4 総
建築基準法令に
基づく許可に関
する業務

建築基準法令に基づき申
請される許可や認定等の
審査を行い、建築審査会
に付議する等の手続を踏
んで許可するまでの事務
処理を実施する。

申請者

定
例
定
型

審査件数 ２５件 ２５件 ２５件 ４４件
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 未 高 中 高
現状維

持
なし

予
算
な
し

4

建築基準法令に
基づく許可に関
する業務

建築許可申請
書等の審査事
務

審査件数 ２５件 ４４件
建築許可申請
書等の審査事
務

申請の適正処
理率

１００％
（件数）

不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

4

建築基準法令に
基づく許可に関
する業務

建築許可等の
事務処理上必
要となる意見
聴取

受付・相談件
数

１件 １件

建築許可等の
事務処理上必
要となる意見
聴取

受付・相談の
適正処理率

１００％
（件数）

不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

5 総
道路の位置の指
定に関する業務

道路法や都市計画法等に
よらないで道路を指定す
ることにより交通や安全
性の向上を図る。

市民・
事業者

定
例
定
型

指定件数 ２０件 ２０件 ２０件 １８件
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 未 中 中 中
現状維

持
なし

予
算
な
し

5
道路の位置の指
定に関する業務

道路位置指定
申請書の審査
事務

指定件数 ２０件 １８件
道路位置指定
申請書の審査
事務

申請の適正処
理率

１００％
（件数）

不
可

必
要

済
不
可

無 なし

予
算
な
し

6 総
違反建築物に関
する業務

違反建築物等を早期に発
見、是正指導することに
より、建築物における安
心安全まちづくりの推進
と、法における公平性の
確保をめざす。

申請
者、近
隣住

民、施
行者、
管理者

等

定
例
定
型

現場パト
ロール日数

５０日 ５０日 ５０日 0 ５０日
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 60

業
務
計
画

未 中 中 中
現状維

持
なし

維
持

6
違反建築物に関
する業務

違反建築物防
止のための現
場調査

現場パトロー
ル日数

５０日 ５０日
違反建築物防
止のための現
場調査

現場パトロー
ル日数

５０日

業
務
計
画

不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

6
違反建築物に関
する業務

違反建築物の
是正指導業務

是正指導件数 １０件 ３件 0
違反建築物の
是正指導業務

適正指導処理
率

１００％
（件数）

60

業
務
計
画

不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし
維
持

7 総
定期報告制度に
関する業務

不特定多数が利用する一
定規模以上の建築物等に
関しては、法令により定
期的に施設状況の報告を
義務付けることで、利用
者等の安全性確保をめざ
す。

所有
者、管
理者、
施設利
用者等

定
例
定
型

定期報告率 ７０％ ７０％ ７０％ 70%
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 未 中 中 中
現状維

持
なし

予
算
な
し

7
定期報告制度に
関する業務

特定建築物の
定期報告事務
（県への報
告）

定期報告の回
数

毎月１回 毎月１回

特定建築物の
定期報告事務
（県への報
告）

定期報告の回
数

毎月１回
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

7
定期報告制度に
関する業務

定期報告書の
受付及び審査

報告率 ７０％ ７０％
定期報告書の
受付及び審査

報告率 １００％ 済
必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

8 総
建築物の防災に
関する業務

不特定多数が利用する一
定規模以上の建築物等に
関して、不定期に消防と
一緒に防災査察を実施す
ることにより、所有者・
管理者等に建築物に関す
る防災の意識を高めても
らう。

所有
者、管
理者、
施設利
用者等

定
例
定
型

防災査察件
数

８件 ８件 ８件 189 ８件
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 200 未 中 中 中
現状維

持
なし

維
持

8
建築物の防災に
関する業務

特定建築物等
の防災査察の
実施

実施件数 ８件 ８件
特定建築物等
の防災査察の
実施

査察の適正処
理率

１００％
（件数）

可
必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし
再任用職員等による
対応可（建築職）

予
算
な
し
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23年度 24年度 25年度 66,954 66,954 57,027 57,027

実績

活動

活動指標の名称

活動

平成２４年度計画
平成２３年度評価

活動

目標値

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動量・サービス量の達成状況
⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

事業の
方向性

②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

③
成
果

実績値

基礎情報

施策目標 安全で秩序ある住環境を形成する

指標・目標

名称
事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

目標値

改善の内容活動

業務
計画

活動ごとの
予算額

建築指導課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

活動指標の名称

建築指導課

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

活動量・サービス量

事業の改善提案

事後評価

事業の指
標の達成

状況

今後の事業展開

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

23年度
の取組
に対す
る分析

必要性予算内訳（千円）

8
建築物の防災に
関する業務

特定建築物等
の是正指導業
務

是正指導件数 ８件 ８件
特定建築物等
の是正指導業
務

適正指導処理
率

１００％
（件数）

可
必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし
再任用職員等による
対応可（建築職）

予
算
な
し

8
建築物の防災に
関する業務

「防災指導用
図面」の作成
業務（委託）

防災指導用図
面の作成件数

２件 ２件 189
「防災指導用
図面」の作成
業務（委託）

防災指導用図
面の作成件数

２件 200
不
可

必
要

済
不
可

無 なし
維
持

9 総
建築計画概要書
の閲覧に関する
業務

各種建築計画における利
害関係住民への情報提供
が主な目的である。閲覧
に関しては、利害関係人
に建築計画等の情報を提
供することにより違反建
築物を未然に防止し、良
好なまちづくりにも資す
る。

申請者

定
例
定
型

閲覧受付件
数
記載事項受
付件数

１０００件
２００件

１０００件
２００件

１０００件
２００件

717
１３３４

件

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 717 未 中 中 中
現状維

持
なし

維
持

9

建築計画概要書
の閲覧に関する
業務

建築計画概要
書等の閲覧申
請書受付事務

受付件数
１０００
件

１３３４
件

建築計画概要
書等の閲覧申
請書受付事務

適正処理率
１００％
（件数）

済
必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

9

建築計画概要書
の閲覧に関する
業務

記載事項証明
申請書受付事
務

受付件数 ２００件 ２４９件
記載事項証明
申請書受付事
務

適正処理率
１００％
（件数）

済
必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

9

建築計画概要書
の閲覧に関する
業務

ファイリング
システムの賃
貸借及び保守
業務

ファイリング
システムの賃
貸借及び保守
回数

毎月１回 毎月１回 717

ファイリング
システムの賃
貸借及び保守
業務

ファイリング
システムの賃
貸借及び保守
回数

毎月１回 717
不
可

必
要

済
不
可

無 なし
維
持

10 総
建築確認申請書
等の統計に関す
る業務

全国、県内の建築統計の
基礎資料を得ることを目
的としている。

国・県

定
例
定
型

国・県への
報告回数

１回/月 １回/月 １回/月 12回
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 未 中 中 中
現状維

持
なし

予
算
な
し

10

建築確認申請書
等の統計に関す
る業務

各種統計調査
業務

国・県への報
告回数

１回/月 １回/月
各種統計調査
業務

国・県への報
告回数

１回/月 済
必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

11 総

建築基準法に基
づく条例の制
定、改廃に関す
る業務

建築関連法規の改正に対
する的確な運用を図る必
要から、市条例の整備を
行い、以て社会経済環境
等の著しい変化に適応し
た建築行政の推進を図
る。

市民等

定
例
定
型

条例等改正
の回数

１回／年 １回／年 １回／年 1回
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 未 中 中 中
現状維

持
なし

予
算
な
し

11

建築基準法に基
づく条例の制
定、改廃に関す
る業務

建築基準法等
改正に伴う条
例の整備

条例改正案の
提出時期

１回／年 １回／年
建築基準法等
改正に伴う条
例の整備

条例改正の適
正処理率

１００％
（件数）

不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

12 総
建築物の実態調
査に関する業務

増築・改築及び改装等を
実施した建築物の工事実
施額等について、また、
着工建築物及び除却建築
物の届出の実態等を明ら
かにし、国の住宅等行政
の基礎資料を得る。

特定地
域の市

民

定
例
定
型

調査件数

１調査区約
４０棟６０
戸（４調査
区調査）

１調査区約
４０棟６０
戸（４調査
区調査）

１調査区約
４０棟６０
戸（４調査
区調査）

４調査区
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 未 中 中 中
現状維

持
なし

予
算
な
し

12
建築物の実態調
査に関する業務

国交省が指定
する区域の実
態調査業務

４調査区の調
査対象数

１調査区
約４０棟
６０戸

１調査区
平均４０
棟６０戸

国交省が指定
する区域の実
態調査業務

調査の適正処
理率

１００％ 済
必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

12
建築物の実態調
査に関する業務

実態調査業務
県への提出回
数

１回 １回 実態調査業務
県への提出回
数

１回／年 済
必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

13 総
建築協定に関す
る業務

良好な住環境の保全又は
商業地における利便性の
確保等を図ることによ
り、以て秩序ある街並み
の形成を図る。

良好な
住環境
等を求
める思
いが強
い市

民・法
人

定
例
定
型

指導件数 １０件 １０件 １０件 １０件
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 未 中 中 中
現状維

持
なし

予
算
な
し
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23年度 24年度 25年度 66,954 66,954 57,027 57,027

実績

活動

活動指標の名称

活動

平成２４年度計画
平成２３年度評価

活動

目標値

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動量・サービス量の達成状況
⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

事業の
方向性

②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

③
成
果

実績値

基礎情報

施策目標 安全で秩序ある住環境を形成する

指標・目標

名称
事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

目標値

改善の内容活動

業務
計画

活動ごとの
予算額

建築指導課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

活動指標の名称

建築指導課

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

活動量・サービス量

事業の改善提案

事後評価

事業の指
標の達成

状況

今後の事業展開

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

23年度
の取組
に対す
る分析

必要性予算内訳（千円）

13
建築協定に関す
る業務

建築協定に関
する相談・指
導業務及び認
可業務

相談・指導件
数

１０件 １０件

建築協定に関
する相談・指
導業務及び認
可業務

相談・指導等
の適正処理率

１００％
（件数）

不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

14 総
融資住宅等に関
する業務

住宅金融支援機構は、建
設基準に適合している安
心できる良質な住まいづ
くりを進めており、市
は、その設計・現場審査
を受託して設計審査・現
場中間検査・現場竣工検
査を行っている。

住宅金
融支援
機構申
請者

定
例
定
型

窓口開設日
数

災害発生事
後随時

災害発生事
後随時

災害発生事
後随時

随時

適切に事務を行って
おり、相談や審査体
制の整備が出来てい
る。

Ａ 未 中 中 中
現状維

持
なし

予
算
な
し

14
融資住宅等に関
する業務

融資住宅等に
係る設計審査
及び現場審査

窓口開設日数
災害発生
事後随時

０件
融資住宅等に
係る設計審査
及び現場審査

窓口開設日数
災害発生
事後随時

不
可

不
要

済
不
可

無 なし

予
算
な
し

14
融資住宅等に関
する業務

協定書に基づ
く業務委託手
数料の徴収事
務

申請手数料の
徴収率

１００％ １００％

協定書に基づ
く業務委託手
数料の徴収事
務

申請手数料の
適正処理率

１００％
（件数）

不
可

不
要

済
不
可

無 なし

予
算
な
し

14
融資住宅等に関
する業務

工事審査事務
処理規程第２
９条に基づく
工事審査報告
書の作成、提
出事務

報告書の提出
回数

申請の
あった翌
月初めに
提出

申請の
あった翌
月初めに
提出

工事審査事務
処理規程第２
９条に基づく
工事審査報告
書の作成、提
出事務

報告書の提出
回数

災害発生
事後随時

不
可

不
要

済
不
可

無 なし

予
算
な
し

15 総
優良・良質住宅
新築の認定申請
に関する業務

優良・良質住宅を建築す
ることにより一定基準以
上の住宅の供給が図れる
ことから、土地重課制度
の軽減措置を図る。

事業主
又は施
工者

定
例
定
型

窓口開設日
数

随時 随時 随時 随時

適切に事務を行って
おり、相談や審査体
制の整備が出来てい
る。

Ａ 未 中 中 中
現状維

持
なし

予
算
な
し

15

優良・良質住宅
新築の認定申請
に関する業務

優良・良質住
宅新築の認定
申請の審査業
務

窓口開設日数 随時 ０件

優良・良質住
宅新築の認定
申請の審査業
務

窓口開設日数 随時
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

15

優良・良質住宅
新築の認定申請
に関する業務

優良・良質住
宅新築の認定
申請手数料の
徴収事務

申請手数料の
徴収率

１００％ １００％

優良・良質住
宅新築の認定
申請手数料の
徴収事務

申請手数料の
適正処理率

１００％
（件数）

不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

16 総
建築物の耐震改
修の促進に関す
る法律の業務

建築物の耐震改修の措置
を講ずることにより建築
物の地震に対する安全性
の向上を図り公共の福祉
に資することを目的に既
存建築物に対する指導、
助言、指示を行い既存建
築物の耐震性能を高め
る。

建築物
所有者

定
例
定
型

窓口開設日 随時 随時 随時 随時

適切に事務を行って
おり、相談や審査体
制の整備が出来てい
る。

Ａ 未 中 中 中
現状維

持
なし

予
算
な
し

16

建築物の耐震改
修の促進に関す
る法律の業務

法に基づく指
導、助言及び
指示並びに認
定申請の審査
事務

窓口開設日数 随時 ０件

法に基づく指
導、助言及び
指示並びに認
定申請の審査
事務

窓口開設日数 随時
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

17 総
耐震改修促進計
画事業

市内にある建築物の耐震
化率向上による安全、安
心なまちづくりを目指
す。全ての人が何らかの
耐震対策を講じることが
できるような施策の策定
を行う。市民への普及、
啓発による耐震化への意
識向上を図る。

昭和
56年5
月31
日以前
に建築
された
建物の
所有者

等

政
策

住宅の耐震
化率

７６％ ８０％ ８４％ 43,976 76%
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 43,327

業
務
計
画

未 高 高 高 拡大 なし
増
や
す

17
耐震改修促進計
画事業

耐震化率の算
定（委託）

委託完了時期 ９月 ９月 2,446
耐震化率の算
定（委託）

委託完了時期 ９月 2,500

業
務
計
画

可
必
要

済
不
可

無 なし 24
再任用職員等による
対応可（建築職）

維
持
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23年度 24年度 25年度 66,954 66,954 57,027 57,027

実績

活動

活動指標の名称

活動

平成２４年度計画
平成２３年度評価

活動

目標値

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動量・サービス量の達成状況
⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

事業の
方向性

②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

③
成
果

実績値

基礎情報

施策目標 安全で秩序ある住環境を形成する

指標・目標

名称
事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

目標値

改善の内容活動

業務
計画

活動ごとの
予算額

建築指導課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

活動指標の名称

建築指導課

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

活動量・サービス量

事業の改善提案

事後評価

事業の指
標の達成

状況

今後の事業展開

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

23年度
の取組
に対す
る分析

必要性予算内訳（千円）

17
耐震改修促進計
画事業

耐震化促進関
連補助金の支
出

①建て替え補助金
交付件数
②シェルター補助
金交付件数
③マンション耐震
診断補助金交付件
数

①１４件
②　５件
③　１件

①２２件
②　２件
③　０件

9,872
耐震化促進関
連補助金の支
出

①建て替え補
助金交付件数
②シェルター
補助金交付件
数③マンショ
ン診断補助金
交付件数

①２０件
②5件
③1件

10,359

業
務
計
画

可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 24
再任用職員等による
対応可（建築職）

維
持

17
耐震改修促進計
画事業

木造住宅耐震
改修補助金の
支出

耐震診断件数
耐震補強件数
低所得者等工事助
成件数
診断費用還元助成
件数

耐震診断６
５件
耐震補強２
０件
低所得者等
工事助成１
５件
診断費用還
元助成１０
件

耐震診断６
５件
耐震補強２
０件
低所得者等
工事助成１
５件
診断費用還
元助成１０
件

31,082
木造住宅耐震
改修補助金の
支出

①耐震診断件
数②耐震補強
件数

①１００件
②３０件

29,001

業
務
計
画

可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 24
再任用職員等による
対応可（建築職）

増
や
す

17
耐震改修促進計
画事業

たいあっぷ90
推進協議会

協議会の開催 年１２回 年１３回 30
たいあっぷ90
推進協議会

協議会の開催 年１２回 30

業
務
計
画

可
必
要

そ
の
他
不
可

済 無 なし 24
再任用職員等による
対応可（建築職）

維
持

17
耐震改修促進計
画事業

危険ブロック
塀等の相談、
現地調査

相談・指導件
数

１２件 １２件
危険ブロック
塀等の相談、
現地調査

相談・指導の
適正処理率

１００％
（件数）

業
務
計
画

可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 24
再任用職員等による
対応可（建築職）

予
算
な
し

17
耐震改修促進計
画事業

啓発・周知業
務

講演会等の開
催回数
広報紙等への
掲載回数

年２回
年３回

年２回
年３回

546
啓発・周知業
務

講演会等の開
催回数
広報紙等への
掲載回数

年２回
年３回

1,437

業
務
計
画

可
必
要

そ
の
他
不
可

済 無 なし 24
再任用職員等による
対応可（建築職）

維
持

17
耐震改修促進計
画事業

相談業務
建築なんでも
相談　開催数

年１２回 年１３回
相談業務

建築なんでも
相談　開催数

年１２回

業
務
計
画

可
必
要

そ
の
他
不
可

済 無 なし 24
再任用職員等による
対応可（建築職）

予
算
な
し

18 総

高齢者、障害者
等の移動等の円
滑化の促進に関
する法律の業務

建物のバリアフリー化を
する。

公共性
の高い
施設の
整備を
行う
者。

定
例
定
型

窓口開設日
数

随時 随時 随時 随時

適切に事務を行って
おり、相談や審査体
制の整備が出来てい
る。

Ａ
業
務
計
画

未 中 中 中
現状維

持
なし

予
算
な
し

18

高齢者、障害者
等の移動等の円
滑化の促進に関
する法律の業務

法に基づく相
談、指導、助
言及び指示並
びに認定申請
に関する業務

認定件数 １件 １件

法に基づく相
談、指導、助
言及び指示並
びに認定申請
に関する業務

申請の適正処
理率

１００％
（件数）

業
務
計
画

不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

19 総
建設リサイクル
法に関する業務

分別解体等及び再生資源
化等を図るため事前届出
制度を確立させ、環境面
における循環型社会の形
成を目指す。また、分別
解体等の実施状況の確認
及び無届工事等の監視対
応や指導を行うことによ
り分別解体の履行確保と
共に周辺環境への環境保
全を期する。

建物の
解体等
をする
市民等
（工事
発注
者）

定
例
定
型

年間パト
ロール件数

月２回、
（県市合同
年４回
検査件数２
０件含む）

月２回、
（県市合同
年４回
検査件数２
０件含む）

月２回、
（県市合同
年４回
検査件数２
０件含む）

２４回
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 未 中 中 中
現状維

持
なし

予
算
な
し

19
建設リサイクル
法に関する業務

リサイクル法
に基づく相談
及び申請書類
の審査業務

リサイクル法
届出件数

５００件 ６０３件

リサイクル法
に基づく相談
及び申請書類
の審査業務

届出の適正処
理率

１００％
（件数）

済
必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

19
建設リサイクル
法に関する業務

現地確認の実
施、苦情・通
報の対応

対応件数 １２件 １２件
現地確認の実
施、苦情・通
報の対応

適正処理率
１００％
（件数）

可
必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

19
建設リサイクル
法に関する業務

パトロールの
実施、現場立
入検査

パトロール実
施回数
立入検査件数

月２回、
（県市合同
年４回
検査件数２
０件含む）

月２回、
（県市合同
年４回
検査件数２
０件含む）

パトロールの
実施、現場立
入検査

パトロール実
施回数
立入検査件数

月２回 可
必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し
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23年度 24年度 25年度 66,954 66,954 57,027 57,027

実績

活動

活動指標の名称

活動

平成２４年度計画
平成２３年度評価

活動

目標値

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動量・サービス量の達成状況
⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

事業の
方向性

②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

③
成
果

実績値

基礎情報

施策目標 安全で秩序ある住環境を形成する

指標・目標

名称
事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

目標値

改善の内容活動

業務
計画

活動ごとの
予算額

建築指導課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

活動指標の名称

建築指導課

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

活動量・サービス量

事業の改善提案

事後評価

事業の指
標の達成

状況

今後の事業展開

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

23年度
の取組
に対す
る分析

必要性予算内訳（千円）

20 総

神奈川県みんな
のバリアフリー
街づくり条例に
関する業務

高齢者身体障害者等が円
滑に利用できる施設を増
やすことで、誰もが等し
くサービスの提供を受
け、使いやすい都市の整
備に寄与する。

市民、
建物所
有者、
事業者

定
例
定
型

協議件数 ３０件 ３０件 ３０件 ４６件
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ
業
務
計
画

未 中 中 中
現状維

持
なし

予
算
な
し

20

神奈川県みんな
のバリアフリー
街づくり条例に
関する業務

法に基づく相
談、指導、助
言及び指示並
びに認定申請
に関する業務

協議件数 ３０件 ４６件

法に基づく相
談、指導、助
言及び指示並
びに申請に関
する業務

申請の適正処
理率

１００％
（件数）

業
務
計
画

不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

21 総
省エネ法に関す
る法律の業務

床面積2,000㎡以上の特
定建築物の所有者に対
し、建築物の省エネ化を
求め、地球環境に配慮を
図る。

建物所
有者、
事業者

定
例
定
型

届出に対す
る指導件数

３０件 ３０件 ３０件 ５５件
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 未 中 中 中
現状維

持
なし

予
算
な
し

21
省エネ法に関す
る法律の業務

法に基づく届
出書の受理、
審査業務

審査件数 ３０件 ５５件
法に基づく届
出書の受理、
審査業務

届出の適正処
理率

１００％
（件数）

不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

21
省エネ法に関す
る法律の業務

法に基づく助
言及び指導業
務

助言件数 ３０件 ５５件
法に基づく助
言及び指導業
務

適正処理率
１００％
（件数）

不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

22 総
指定道路台帳に
関する業務

建築確認等の際に、指定
道路に関する情報を迅速
に把握できる体制を整
え、事務の円滑化による
申請者等の利便性の向上
を図ると共に、建築主
事、指定確認検査機関等
の事務の効率化を図る。

市民、
事業

者、指
定確認
検査機
関、建
築主事

定
例
定
型

委託業務の
執行

平成２４年
３月まで

随時 随時 14,121 100%
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 1,506 未 中 中 中
現状維

持
なし

維
持

22
指定道路台帳に
関する業務

「指定道路
図」や「指定
道路調書」の
作成業務補助

指定道路図面
や調書作成の
ための情報収
集

随時 随時 870

「指定道路
図」や「指定
道路調書」の
作成業務

指定道路図や
調書の維持、
更新

随時 1,506 済
必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし
維
持

22
指定道路台帳に
関する業務

「指定道路
図」の作成業
務（委託）

指定道路調書
の作成委託業
務の執行

平成２４
年３月

平成２４
年３月

13,251

23 総
各種協議会に関
する業務

全国・県内特定行政庁間
による連絡調整会議・研
修会等を通じて、適正な
建築行政の推進を図る。

特定行
政庁

定
例
定
型

幹事会、分
科会、担当
者会議など
の参加率

随時 随時 随時 328 100%
適切に協議や事務を
行い、成果が出てい
る。

Ａ 482 未 中 中 中
現状維

持
なし

維
持

23
各種協議会に関
する業務

県建築行政連
絡協議会への
参加

委員会、幹事
会、分科会

委員会１
回、幹事
会３回、
分科会５
０回

委員会１
回、幹事
会３回、
分科会５
０回

3
県建築行政連
絡協議会への
参加

委員会、幹事
会、分科会

委員会１
回、幹事
会２回、
分科会１
２回

7
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 24
維
持

23
各種協議会に関
する業務

県西部特定行
政庁連絡協議
会への参加

総会、担当者
会議の回数

総会１
回、担当
者会議８
回

総会１
回、担当
者会議８
回

10
県西部特定行
政庁連絡協議
会への参加

総会、担当者
会議の回数

総会１
回、担当
者会議４
回

10
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 24
維
持

23
各種協議会に関
する業務

神奈川建築コ
ンクール表彰
実行委員会へ
の参加

実行委員会
表彰式
書記会議の回
数

２回
１回
４回

２回
０回
５回

0

神奈川建築コ
ンクール表彰
実行委員会へ
の参加

実行委員会
表彰式
書記会議の回
数

２回
１回
４回

150
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

23
各種協議会に関
する業務

日本建築行政
会議への参加

総会、分科会
の回数

総会１
回、分科
会６回

総会１
回、分科
会６回

100
日本建築行政
会議への参加

総会、分科会
の回数

総会１
回、分科
会１回

100
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし 24
維
持

23
各種協議会に関
する業務

県建築物震後
対策推進事業
への参加

総会、部会、
分科会の回数

総会、部
会など２
６回の会
議

総会、部
会など２
６回の会
議

215
県建築物震後
対策推進事業
への参加

総会、部会、
分科会の回数

総会、部
会など５
回の会議

215
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 24
維
持
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23年度 24年度 25年度 66,954 66,954 57,027 57,027

実績

活動

活動指標の名称

活動

平成２４年度計画
平成２３年度評価

活動

目標値

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動量・サービス量の達成状況
⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

事業の
方向性

②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

③
成
果

実績値

基礎情報

施策目標 安全で秩序ある住環境を形成する

指標・目標

名称
事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

目標値

改善の内容活動

業務
計画

活動ごとの
予算額

建築指導課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

活動指標の名称

建築指導課

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

活動量・サービス量

事業の改善提案

事後評価

事業の指
標の達成

状況

今後の事業展開

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

23年度
の取組
に対す
る分析

必要性予算内訳（千円）

24 総
長期優良住宅の
普及の促進に関
する法律の業務

長期優良住宅の建築及び
維持保全に関する計画の
認定の促進

認定計
画実施

者

定
例
定
型

認定件数 ２００件 ２００件 ２００件 0 ３５０件
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 846 未 中 中 中
現状維

持
なし

維
持

24

長期優良住宅の
普及の促進に関
する法律の業務

長期優良住宅
の認定申請の
審査業務

認定件数 ２００件 ３５０件 0
長期優良住宅
の認定申請の
審査業務

申請の適正処
理率

１００％
（件数）

846
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし
維
持

25 総
震後対策（応急
危険度判定）推
進事業

本市域に、地震動・津波
等伴う諸現象による同時
多発的災害が発生した場
合に、被害を軽減し、応
急対策活動を課として迅
速的確に対処する。

全市民
等

定
例
定
型

模擬訓練の
実施回数

１回 １回 １回 1,139 1回
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 340 未 中 中 中
現状維

持
なし

維
持

25

震後対策（応急
危険度判定）推
進事業

模擬訓練の実
施

模擬訓練の実
施回数

年１回 年１回 1,139
模擬訓練の実
施

模擬訓練の実
施回数

年１回 340
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

26 総
地区計画の区域
内における行為
の受理事務

地区計画区域内における
建築行為等について、良
好な住環境の保全ととも
に、安全でうるおいのあ
る住宅地としての発展を
図る

事業計
画者

定
例
定
型

２０件 ２０件 未 中 中 中
現状維

持
有り

予
算
な
し

26

地区計画の区域
内における行為
の受理事務

届出受理事務
届出の受付日
数

随時 可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 24
再任用職員等による
対応が可能。（建築
職）

予
算
な
し

26

地区計画の区域
内における行為
の受理事務

審査・交付事
務

届出の適正処
理率

１００％
（件数）

可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 24
再任用職員等による
対応が可能。（建築
職）

予
算
な
し

888 総
災害応急対策活
動

本市域に、地震動・津波
等伴う諸現象による同時
多発的災害が発生した場
合に、被害を軽減し、応
急対策活動を課として迅
速的確に対処する。

全市民
等

定
例
定
型

随時 随時 随時 100%
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 未 中 中 中
現状維

持
なし

予
算
な
し

888
災害応急対策活
動

部の災害応急
対策活動マ
ニュアルにお
ける課（班）
の活動内容の
検証及び見直
し（毎年）

マニュアルの
検証及び見直
し

４月 ９月

防災対策本部の災
害応急対策活動マ
ニュアルにおける
活動内容の検証及
び見直し（毎年）

活動内容の検
証及び見直し

随時
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

888
災害応急対策活
動

被災状況の情
報収集を行
い、災害対策
本部長に判定
実施の要否の
具申（災害等
発生時）

被災状況の集
約

随時 随時

被災状況の情報収
集を行い、災害対
策本部長に判定実
施の要否の具申
（災害等発生時）

被災状況の集
約

随時
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

888
災害応急対策活
動

班内に応急危
険度判定実施
本部を設置
し、職員判定
士を組織し、
防災上重要建
築物等の判定
を実施（災害
等発生時）

判定の実施 随時 随時

班内に応急危険度
判定実施本部を設
置し、職員判定士
を組織し、防災上
重要建築物等の判
定を実施（災害等
発生時）

判定の実施 随時
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し
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23年度 24年度 25年度 66,954 66,954 57,027 57,027

実績

活動

活動指標の名称

活動

平成２４年度計画
平成２３年度評価

活動

目標値

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動量・サービス量の達成状況
⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

事業の
方向性

②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

③
成
果

実績値

基礎情報

施策目標 安全で秩序ある住環境を形成する

指標・目標

名称
事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

目標値

改善の内容活動

業務
計画

活動ごとの
予算額

建築指導課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

活動指標の名称

建築指導課

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

活動量・サービス量

事業の改善提案

事後評価

事業の指
標の達成

状況

今後の事業展開

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

23年度
の取組
に対す
る分析

必要性予算内訳（千円）

888
災害応急対策活
動

新たな被災情
報を基に一般
建築物の応急
危険度判定実
施の要否の具
申し、判定実
施計画及び支
援要請計画の
策定（災害等
発生時）

判定実施計画
の策定

随時 随時
(事業No.888の上
記活動と統合)

不
可

必
要

済
不
可

無 なし

予
算
な
し

888 総 庁内共通事務

定
例
定
型

3,276 3,276 4,415 4,415 未 中 中 中
現状維

持
なし

維
持


